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（開示事項の経過）米国原子力発電所建設プロジェクトに係る当社親会社保証に 

関する米国電力会社（米国サウスカロライナ電力＆ガス社他）への早期弁済について 

 

当社は、2017 年７月 28 日付「米国原子力発電所建設プロジェクトに係る当社親会社保証の保証

上限額と支払いスケジュールの確定について」にて公表のとおり、米国サウスカロライナ電力＆ガ

ス社他（注１、以下、スキャナ電力）と、ウェスチングハウス社（以下、WEC）の新型原子炉「AP1000」

２基の建設プロジェクト（V.Cサマー２号機、３号機）に関する当社親会社保証（以下、本件親会社

保証）として 2,168 百万米ドル（約 2,450億円）を 2017 年 10月から 2022年 9月までの間に分割に

て支払うことで合意し、既に 247.5 百万米ドル（約 280 億円）を支払い済みでしたが、今般、残額

から、先取特権の精算分（注２）60 百万米ドル（約 68 億円）を控除した 1,860.5 百万米ドル（約

2,102億円）を一括弁済することを、スキャナ電力及びスキャナ電力が本件親会社保証の債権を売却

したシティグループ・ファイナンシャル・プロダクツ社と合意し、本日支払手続を完了したことを

お知らせします（以下、本弁済）。本弁済により、当社は本件親会社保証に係る当社支払義務を履行

し、WECに対する代位債権（求償権）を取得し、また本件親会社保証債務に係る為替変動リスクを回

避したことになります。 

 

当社は、2017 年 12 月 14 日付「（開示事項の経過）米国原子力発電所建設プロジェクトに係る当

社親会社保証に関する米国電力会社（米国ジョージア電力社他）への早期弁済について」にて、米国

ジョージア電力社他（注３、以下、サザン電力）への、WECの「AP1000」２基の建設プロジェクト（ボ

ーグル３号機、４号機）に関する当社親会社保証の一括支払い手続が完了したこと、及びスキャナ

電力等とも協議中であることをお知らせしておりましたが、本弁済により、当社は、米国における
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WEC「AP1000」建設プロジェクトに関する当社親会社保証の責任上限額全額の早期弁済を完了したこ

とになります。 

 

本弁済により、当社は本件親会社保証に係るスキャナ電力に対する支払い義務を履行し、WEC に

対する代位債権（求償権）を取得しました。代位債権の取得自体では、当社業績への影響は生じませ

んが、当社は、今後、2017年 11月 19日付「第三者割当による新株式の発行に関するお知らせ」に

て公表のとおり、WEC を含む申立対象会社の再生手続に関連する対応に要する社内リソースを削減

する為に当該代位債権を、サザン電力向け親会社保証の早期弁済により取得した代位債権、及び当

社がその他の WECを含む申立対象会社（注４）に関連して保有する債権等の資産とともに、2018 年

３月末までに第三者に譲渡することを企図しております。そして、2018 年３月末までに譲渡が完了

すれば、売却対価及び税額の影響により、当社の 2017 年度末連結株主資本が増加することが見込ま

れます。 

 

（注１） V.C サマー原子力発電所２号機、３号機の建設プロジェクトの共同オーナーである、サ

ウスカロライナ電力＆ガス社（米国スキャナ電力社の 100%子会社）及びサウスカロライ

ナ州公共サービス機関。 

（注２） 米国原子力発電所の建設プロジェクト等においては、メカニクスリーエン（先取特権）

といって、工事の各施行者は、通常対象建築物に対して先取特権を登記することができ、

不測の事態等においては、回収不能債権等による損失額の優先的な保証を受けることが

できる制度があります。WEC の再生手続の結果、VC サマー建設プロジェクトにおいて先

取特権を登記した各施工者が一定額を保証されると、当該額分、当社が親会社保証を付

与していた WEC 債務が減額される効果を生みます。今回、スキャナ電力への一括支払い

に当たっては、こうした先取特権による債務減額値をあらかじめ想定し、精算したもの

です。 

（注３） ジョージア電力社はサザン電力社の 100%子会社。他オーナーはオグルソープ電力社、ジ

ョージア州電力公社及びジョージア州ダルトン市。 

（注４） 米国連邦倒産法第 11 章に基づく再生手続を開始した WEC 及びその米国関係会社並びに

米国外の事業会社群の持株会社である東芝原子力エナジーホールディングス(英国)社。  

 

＊本開示文においては、記載の米ドルを 113円/米ドルで円貨に換算しています。 

 

以 上 


